
３月 10 日～11 日、「法人間連携」と「人材の確保・育成」に関して先駆的な取り組み

を進めている大分県の法人について視察研修を実施しました。

協議会会員法人 14 名、県・ＪＡ等関係機関職員 11 名計 25 名が参加し、３法人を視察

しました。

≪視察先≫

① 豊後大野市集落営農法人連絡協議会 畦畔管理部会［大分県豊後大野市清川町］

② 農事組合法人 年田集落営農生産組合［大分県杵築市年田］

③ 農事組合法人 橋津営農組合よりもの郷［大分県宇佐市橋津］

（１）豊後大野市集落営農法人連絡協議会 畦畔管理部会

法人間連携をテーマに、農事組合法人 奥嶽の兒玉容一組合長、県担当者よりご説明いた

だき、座学研修を実施しました。主な内容は以下のとおりです。

【主な内容】

・ 集落営農法人の規模拡大に伴い、畦畔管理の労

力が大きくなってきたことから、豊後大野市集落

営農法人連絡協議会内に畦畔管理部会を設置。部

会は、賛同法人で構成し、任意組織として、出資

金（１法人 170,000 円、14 法人加入）を募り

運営している。

・ 草丈が伸びず、根の張りがよいことから、セン

チピードグラス（ティフブレア）に着目し、部会

で「だるま式吹き付け機械一式」（6,013,350 円）を購入（負担割合：県 1/3・市 1/3・

部会 1/3）した。
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・ 部会の業務内容は、吹き付け前の除草作業の指導・確認、種子の吹き付け、吹き付け後

の管理指導、実施地区の取りまとめ・作業計画、作業受託料の積算・請求・徴収まで全て

にわたる。来年度より本格的な活動を始める。

・ 事務局長は会計担当法人が務める。作業受託料金は部会員 180 円/㎡、部会員外 300

円/㎡を予定。

・ 専任のオペレータ３名と作業委託法人３名の６名で作業。一日当たり 5,000 ㎡の作業

計画を立てる。

・ 利益は、出資法人に還元する予定。

（２）農事組合法人 年田集落営農生産組合

センチピードグラスの実証圃を視察するとともに、農事組合法人 年田集落営農生産組合

の理事、県担当者よりご説明いただきました。主な内容は以下のとおりです。

【主な内容】

・ 平成 24 年度に 350 ㎡、平成 25 年度に 1,060 ㎡を実証圃に吹き付けた。

・ 平成 25 年度実証圃では、①播種前年 10 月に除草剤散布・焼却、②播種当年４・６月

に除草剤散布、③その後吹付播種、④７月・９月に高刈り除草という流れで実施。

・ 平成 25 年度作業時間は、準備（除草剤散布・焼却等）に 27 時間程度、播種に 24.5

時間程度、播種後の高刈り除草に 8 時間程度かかった。

・ 吹き付け後の数年は雑草管理が必要になるが、センチピードグラスが畦畔を被覆すれば

冬場の高刈り作業のみですむようになる。従来の畦畔草刈り作業に比べ、労働力は大幅に

軽減する見込みである。平成 26 年度は 1,800 ㎡の吹き付け播種を予定。
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（３）農事組合法人 橋津営農組合よりもの郷

後継者の確保・育成をテーマに、集落内の圃場等を視察した後、農事組合法人 橋津営農

組合よりもの郷の仲延旨事務局長、県担当者よりご説明いただき、座学研修を実施しました。

主な内容は以下のとおりです。

【主な内容】

・ 平成 17 年６月設立。組合員 45 名。若い世代（29・47 歳）を２名雇用。

・ 認定農業者と協働した集落ぐるみ型の組織。圃場整備率 50％、排水不良圃場多数、経

営面積 4.7ha で経営開始。

・ 現在、水稲、麦、大豆、タマネギ、作業受託、加工を業務とする。

・ 各理事に役職を振り分け、責任感を持たせている。

・ 時給月払制の確定給与支払い方式で労働意欲の向上を図る。

・ 経営計画に基づき、毎月経営状況を作付部門別に把握・改善している。

・ タマネギは「玉ねぎガールズ（地域の女性）」が調整作業を実施。また、冬場の作業確

保として、よもぎ餅加工を始め、若手雇用者を衛生管理責任者に位置付けた。

・ 認定農業者のリタイアに伴い、経営面積が拡大しつつある。

・ 法人ができた成果として、①集落内の耕作放棄地面積がなくなったこと、②集落内環境

がよくなったこと、③組合員の農業赤字がなくなったこと、④地域の人々への所得の還元

ができるようになったこと、⑤認定農業者の離農支援につながったこと等がある。

・ 大分県による経営発展チャレンジ計画を策定しており、今後の方向性（取り組むべき事

項）に①組合運営のシステム化、②売上の向上と年間作業体制の整備、③常時雇用オペレ

ーの確保・育成を掲げており、それぞれの項目において成果が表れている。
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